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地方公共団体における事例 
地方公共団体職員が業務フロー図を作成するに当たり参考情報として活用すること

を目的として、情報システムの業務フロー図を作成している地方公共団体より、業務フ

ロー図の実物を入手し、事例として紹介する。事例として採り上げる業務は、地方公共

団体職員の理解のしやすさという観点から、地方公共団体の最も基本的な業務であり、

情報システムの導入率の高い住民基本台帳業務及び個人住民税業務を対象としている。 
なお、本利用ガイドにおいて、表記方法については BPMN のみを紹介しているが、

BPMN による業務フロー図の記載事例が少ないこともあり、BPMN 以外の表記方法に

より作成された業務フロー図も紹介している。 
 

表 1 地方公共団体における事例等 

 A団体 B団体 C団体 

住民基本台帳業務の事

例提供 

○ ○ － 

個人住民税業務の事例

提供 

○ ○ ○ 

業務フロー図の表記手

法 

BPMN BPMN 以外 BPMN 以外 

主たる業務フロー図の

作成者 

提供事例は情報シ

ステム部門にて作

成した。（さらに詳

細な業務フロー図

を事業者に委託し

て作成予定であ

る。） 

提供事例は情報シ

ステム部門にて作

成した。（通常は業

務主管部門にて作

成している。） 

業務主管部門が作

成したファイルを

基に情報システム

部門がツールによ

り、変換して業務フ

ローを作成してい

る。 

システム調達での利用 将来的に、調達仕様

書に機能要件の一

部として添付を予

定している。 

調達仕様書に機能

要件の一部として

添付している。 

RFI 資料に添付し、

カスタマイズ規模

を調査している。 

調達仕様書に機能

要件の一部として

添付している。 

 
※事務分類は提供団体における呼称を採用している。よって、呼称が同一であっても提供

団体が異なる場合は、同一業務を示すわけではない。 
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１ 住民基本台帳業務における事例 

（１） A団体の事例 

A 団体の事例の特徴は以下のとおり。 
・BPMN を用いて記載されている。 
・１ページの業務フロー図内に、事務の開始と終了が含まれている。 
・１ページの業務フロー図に多すぎる情報を詰め込まないよう、簡潔に記載され

ている。 
・届出作業のように複数フローから共通的な記載が可能な処理については、「折り

たたまれたサブプロセス」とし、別ページに記載している。 
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ア 転入 

転入（1/4）~転入全体フロー（1/3） 
申
請
者

市
民
窓
口

区
選
管

本
人

受付

転入届の受理
新住民票の編製を

する

世帯構成変更

があるか？

YES 世帯変更をする

住民異動届など

NO

住民異動届

転出証明書

本人確認書類

届出人の認印

委任状

特別永住者証又は在留カード

住民基本台帳カード

入力確認票

異動通知

住民異動届（選管用）

本人へ異動通知を

送付する

委任状による申

請か？

NO

YES

通知

異動通知

住民異動届（選
管用）が出力さ

れる期間か？

NO

区選管へ住民異動
届（選管用）を送付

する

YES

通知

住民異動届（選管用）

リンクA
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転入（2/4）~転入全体フロー（2/3） 
市

民
窓

口

法
務

省
本

籍
地

市
町

村

転
出

元
市

町
村

リンクA

YES 本籍通知をする

NO

法務省通知をする

通知

通知

法務省通知

本籍通知

リンクB

法務省通知を作成

する

本籍通知を作成す

る

本籍通知

法務省通知

転入者は日本

人か？

転入通知を作成す

る
転入通知をする

通知

転入通知

転入通知
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転入（3/4）~転入全体フロー（3/3） 
申
請
者

市
民
窓
口

転入者に就学対
象の児童はいる

か？

YES

リンクB 終了

NO

転入学通知書など

窓口案内書

窓口案内書

転入学通知書を作

成する

転入学通知書を交

付する

窓口案内書を作成

する

窓口案内書を交付

する

転入学通知書

就学通知書（小学校）

就学通知書（中学校）

外国人就学票

就学のご案内（小学校）（外国人）

就学のご案内（中学校）（外国人）
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転入（4/4）~サブプロセス 転入届の受理 

届出を受理する 形式的審査をする 実質的審査をする 本人確認をする 受理決定をする
特例転入の転出証

明書の確認をする

特例転出か？

YES

NO  
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イ 出生 

出生(1/2)  
届

出
人

市
民

窓
口

法
務

省

本
籍

地

市
町

村

出生届

出生届の受理
新住民票の編纂を

する
世帯変更をする

出生者は日本

人か？

本籍通知をするYES

法務省通知をするNO

法務省通知

本籍通知

終了

本籍地もしくは
住所地である

か？

YES

NO

出生届

本籍通知を作成す

る

法務省通知を作成

する

本籍通知 法務省通知

世帯新設無しで続柄は

「子」が自動で入る
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出生(2/2)～サブプロセス・出生届の受理 

届出を受理する 形式的審査をする 実質的審査をする
届出人の本人確認

をする
受理決定をする
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ウ 住民票の写し等の交付（本人等請求） 

住民票の写し等の交付（本人等請求）(1/2) 
申

請
者

市
民
窓
口

受付

交付請求書など

交付請求書の受理

交付

住民票の写しなど

交付請求書

本人確認書類

住民票の写し（履歴なし）

住民票の写し（履歴あり）

住民票の写し（外国人）（履歴なし）

住民票の写し（外国人）（履歴あり）

通称履歴（別紙）

住民票の写しを作

成する

終了

住民票の写しを交

付する

外国人は自動判別される。

履歴の有無は申請に応じて選択して出力する。
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住民票の写し等の交付（本人等請求）（2/2）～サブプロセス・交付請求書の受理 

交付請求書を受理

する
審査する 本人確認をする 受理決定をする
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エ 住民票記載事項証明書交付（本人等請求） 

住民票記載事項証明書交付（本人等請求）（1/2） 
申

請
者

市
民

窓
口

受付

交付請求書など

交付請求書の受理
住民票記載事項証

明書を作成する

交付

交付請求書

本人確認書類

住民票記載事項

証明書

住民票記載事項証明書

終了

住民票記載事項証

明書を交付する
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住民票記載事項証明書交付（本人等請求）（2/2）～サブプロセス・交付請求書の受理 

交付請求書を受理

する
審査する 本人確認をする 受理決定をする
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オ 世帯主変更 

世帯主変更(1/2) 
申
請
者

市
民
窓
口

住民異動届など

受付

世帯主変更届の受

理

個人住民票の世帯

情報を変更する
世帯主変更をする

終了

住民異動届

本人確認書類
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世帯主変更(2/2)～サブプロセス・世帯主変更届の受理 

届出を受理する 形式的審査をする 実質的審査をする 本人確認をする 受理決定をする

世帯主変更届の受理  
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カ 戸籍異動 

戸籍異動(1/2) 
申
請
者

市
民
窓
口

本
籍
地
市
町
村

戸籍異動届など

受付

戸籍異動届の受理

移行先世帯での世
帯主とその続柄を

入力する

世帯構成変更

があるか？

YES 世帯変更をする

NO

本籍通知をする

通知

本籍通知

終了

住所地に関係の

ある届出か？

YES

NO

戸籍異動届

本人確認書類

本籍通知を作成す

る

本籍通知

・届出の内容によって変更項目は変わる
・その他住所変更などはここではなく，他

のメニューを使用する。
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戸籍異動(2/2)サブプロセス・戸籍異動届の受理 

届出を受理する 形式的審査をする 実質的審査をする 本人確認をする 受理決定をする

戸籍異動届の受理  
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キ 転出 

転出(1/2) 
申
請
者

市
民
窓
口

住民異動届など

受付

転出届の受理 住民票を仮除にす

る

世帯構成変更

があるか？

YES 世帯変更をする

NO

転出証明書を作成

する

交付

転出証明書

住民異動届

本人確認書類

転出証明書を交付

する
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転出 (2/2)～サブプロセス・転出届の受理 

届出を受理する 形式的審査をする 実質的審査をする 本人確認をする 受理決定をする

転出届の受理  
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ク 死亡 

死亡(1/2) 
届
出
人

市
民
窓
口

法
務
省

本
籍
地
市
町
村

死亡届など

受付

死亡届の受理
住民票を除票にす

る

死亡者は日本

人か？

YES 本籍通知をする

NO 法務省通知をする

通知

通知

法務省

通知
本籍通知

法務省通知を作成

する

本籍通知を作成す

る

死亡届

本人確認書類 法務省通知

本籍通知

終了
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死亡(1/2)～サブプロセス・死亡届の受理 

届出を受理する 形式的審査をする 実質的審査をする 本人確認をする 受理決定をする

死亡届の受理  
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（２） B団体の事例 

B 団体の事例の特徴は以下のとおり。 
・BPMN とは異なる表記方法を用いて記載されている。 
・事務の開始から終了までが複数ページにまたがることがある。 
・事務の発生契機から完了までの一連の流れを把握しやすくすることを重視し作

成されている。 
・1 ページの業務フロー図ごとに内容を補足説明する「業務記述書」を添付して

いる。 
・社会保障・税番号制度に関する変更を考慮した業務フロー図を作成している。 
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ア 全部転入 

全部転入（1/6） 
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全部転入（1/6）~業務記述書 
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全部転入（2/6） 
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全部転入（2/6）~業務記述書 
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全部転入（3/6） 
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全部転入（3/6）~業務記述書 
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全部転入（4/6） 
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全部転入（4/6）~業務記述書 
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全部転入（5/6） 
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全部転入（5/6）~業務記述書 
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全部転入（6/6） 
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全部転入（6/6）~業務記述書 
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イ 一部出生 

一部出生(1/6) 
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一部出生(1/6) ~業務記述書 
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一部出生(2/6)  
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一部出生(2/6) ~業務記述書 
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一部出生(3/6) 
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一部出生(3/6) ~業務記述書 
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一部出生(4/6) 
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一部出生(4/6) ~業務記述書 
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一部出生(5/6) 
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一部出生(5/6) ~業務記述書 
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一部出生(6/6) 
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一部出生(6/6) ~業務記述書 
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ウ 住民票の写しの作成 

住民票の写しの作成（1/3） 
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住民票の写しの作成（1/3）~業務記述書 
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住民票の写しの作成（2/3） 
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住民票の写しの作成（2/3）~業務記述書 
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住民票の写しの作成（3/3） 
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住民票の写しの作成（3/3）~業務記述書 
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エ 一部・全部転出 

一部・全部転出(1/3) 
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一部・全部転出(1/3) ~業務記述書 
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一部・全部転出(2/3) 
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一部・全部転出(2/3) ~業務記述書 
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一部・全部転出(3/3) 
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一部・全部転出(3/3) ~業務記述書 
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オ 一部・全部死亡届出・通知 

一部・全部死亡届出・通知(1/2) 
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一部・全部死亡届出・通知(1/2) ~業務記述書 
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一部・全部死亡届出・通知(2/2) 
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一部・全部死亡届出・通知(2/2) ~業務記述書 
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カ 個人番号カード作成・交付 

個人番号カード作成・交付 
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個人番号カード作成・交付~業務記述書 
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２ 個人住民税業務における事例 

（１） A団体の事例 

A 団体の事例の特徴は以下のとおり。 
・BPMN を用いて記載されている。 
・１ページの業務フロー図内に、事務の開始と終了が含まれている。 
・１ページの業務フロー図に多すぎる情報を詰め込まないよう、簡潔に記載され

ている。 
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ア 当初（電子申告テーブル） 

当初（電子申告テーブル） 
税
制
課

法
人

電
子
申
告
サ
ー

バ
情
報
化
推
進
室

完了

電子申告テー

ブル作成

給与支払報告書（電子申告）

4月頃データ受領

給報データ

給与支払報告書

給報データを受

け取る

テープ交換テー

ブル作成と同日
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イ 当初（税額計算） 

当初（税額計算） 
当
初
（
税
額
計
算
）

課
税
支
援
シ
ス

テ
ム

法
人
税
務
課

情
報
化
推
進
室

当初税額計算・

個人リンク更新

4月頃データ受領

完了

N連絡票

N連絡票データ
帳票返却後処

理

連絡データを受

け取る

不明

当初エラーチェッ

ク＆リンク更新
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ウ 当初（納入書作成かつ税通不作成リスト） 

当初（納入書作成かつ税通不作成リスト） 
当
初
（
納
入
書
作
成
か
つ
税
通
不
作
成
リ
ス
ト
）

法
人
税
務
課

情
報
化
推
進
室

納入書作成か
つ税通不作成
リストを作成す

る
5月頃

完了

帳票返却後処

理

納入書作成かつ税通不作成リスト

不明
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（２） B団体の事例 

B 団体の事例の特徴は以下のとおり。 
・BPMN とは異なる表記方法を用いて記載されている。 
・事務の発生契機から完了までの一連の流れを把握しやすくすることを重視し作

成されている。 
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ア 住民税賦課業務 

住民税賦課業務～資料課税 
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住民税賦課業務～市県民税申告書（市県民税申告書）（申告支援システム） 
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住民税賦課業務～個人住民税の減免 
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（３） C団体の事例 

C 団体の事例の特徴は以下のとおり。 
・BPMN とは異なる表記方法を用いて記載されている。 
・事務の開始から終了までが複数ページにまたがることがある。 
・事務に関わる情報を漏れなく記載することに主眼を置いている。 
・1 ページの業務フロー図ごとに内容を補足説明する「業務記述書」を添付して

いる。他の事例と比べ、詳細な記載となっている。 
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ア 課税対象者管理 

当初課税対象者ファイル作成～課対マスタ作成 
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当初課税対象者ファイル作成～課対マスタ作成 業務記述書(1/3) 

 



75 
 

当初課税対象者ファイル作成～課対マスタ作成 業務記述書(2/3) 
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当初課税対象者ファイル作成～課対マスタ作成 業務記述書(3/3) 
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当初課税対象者ファイル作成～証明発行停止入力  
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当初課税対象者ファイル作成～証明発行停止入力 業務記述書 
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当初課税対象者ファイル作成～事業所情報整備（現年度） 
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当初課税対象者ファイル作成～事業所情報整備（現年度） 業務記述書 
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当初課税対象者ファイル作成～事業所情報整備（新年度） 
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当初課税対象者ファイル作成～事業所情報整備（新年度） 業務記述書 
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イ 当初課税・通知作成 

当初税額計算～両年度処理 
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当初税額計算～両年度処理 業務記述書 
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当初税額計算～税計算前処理（合算賦課の整備） 
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当初税額計算～税計算前処理（合算賦課の整備）業務記述書(1/2) 
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当初税額計算～税計算前処理（合算賦課の整備）業務記述書(2/2) 
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当初税額計算～当初税額計算 
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当初税額計算～当初税額計算 業務記述書(1/2) 
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当初税額計算～当初税額計算 業務記述書(2/2) 
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当初通知作成～通知作成前処理 
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当初通知作成～通知作成前処理 業務記述書 
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当初通知作成～1 回目通知作成 
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当初通知作成～1 回目通知作成 業務記述書(1/2) 
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当初通知作成～1 回目通知作成 業務記述書(2/2) 
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当初通知作成～通知書出力 
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当初通知作成～通知書出力 業務記述書 
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当初通知作成～引抜 
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当初通知作成～引抜 業務記述書(1/2) 
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当初通知作成～引抜 業務記述書(2/2) 
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